
 

議案第９号 

大網白里市子育て交流センターの設置及び管理に関する条例の制定につ

いて 

 大網白里市子育て交流センターの設置及び管理に関する条例を次のように制

定する。 

  令和元年８月３０日提出    

                 大網白里市長  金 坂  昌 典   

 

   大網白里市子育て交流センターの設置及び管理に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第１項の規定により、大網白里市子育て交流センター（以下「子育て交流セ

ンター」という。）の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 市は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

の趣旨に基づき、児童の健全育成及び子育て支援の推進を図るため、子育て

交流センターを設置する。 

（名称及び位置） 

第３条 子育て交流センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

大網白里市子育て交流センター 大網白里市みどりが丘三丁目１８番地４ 

（施設） 

第４条 子育て交流センターに、次の各号に掲げる施設を置く。 

(1) 法第４０条に規定する児童厚生施設（以下「児童センター」という。） 

(2) 法第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業（以下「放課後

児童健全育成事業」という。）を実施する施設 

(3) 法第６条の３第６項に規定する地域子育て支援拠点事業（以下「地域子

育て支援拠点事業」という。）を実施する施設 

(4) 前各号に掲げるもののほか、子育て交流センターの設置の目的を達成す

るために必要な事業等を実施する施設 



 

（事業等） 

第５条 子育て交流センターは、次の各号に掲げる事業等を行う。 

(1) 児童センターの運営 

(2) 放課後児童健全育成事業 

(3) 地域子育て支援拠点事業 

(4) 前各号に掲げるもののほか、子育て交流センターの設置の目的を達成す

るために必要な事業 

（利用の承認等） 

第６条 子育て交流センターのうち、第４条各号に掲げる施設を利用しようと

する者（以下「利用者」という。）は、あらかじめ市長の承認又は許可（以

下「承認等」という。）を受けなければならない。ただし、放課後児童健全

育成事業の利用の承認については、大網白里市放課後児童健全育成事業実施

条例（平成１４年条例第２０号）の規定によるものとする。 

２ 市長は、前項の承認等をするときは、子育て交流センターの管理上必要な

条件を付することができる。 

（利用の制限） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、子育て交流センター

の利用の承認等をしない。 

 (1) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認められるとき。 

 (2) 子育て交流センターの施設（付属設備、施設共有部分及び敷地を含む。

以下同じ。）を汚損、毀損又は滅失するおそれがあると認められるとき。 

 (3) その他子育て交流センターの管理運営上支障があると認められるとき。 

（利用の承認等の取消等） 

第８条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、子育て交流

センターの利用を停止させ、若しくは利用の承認等を取り消し、又は子育て

交流センターから退場を命ずることができる。 

 (1) この条例又はこの条例に基づく規則及び大網白里市放課後児童健全育成

事業実施条例の規定に違反したとき。 

 (2) 第６条第２項の規定による条件に違反したとき。 

 (3) 虚偽の申請によって利用の承認等を受けたとき。 



 

 (4) その他特別な事由が生じたとき。 

２ 前項の規定による利用の停止若しくは承認等の取消し又は退場により利用

者に損害が生じても、市長は、その責めを負わない。 

（目的外利用の禁止） 

第９条 利用者は、承認等を受けた目的以外の目的のために子育て交流センタ

ーを利用し、又はその権利を第三者に譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（原状回復の義務） 

第１０条 利用者は、子育て交流センターの利用を終了したとき又は第８条第

１項の規定により利用を停止され、利用の承認等を取り消され、若しくは退

場を命じられたときは、直ちに利用場所を原状に復して返還しなければなら

ない。 

（損害賠償） 

第１１条 利用者は、子育て交流センターの施設を汚損、毀損又は滅失したと

きは、これによって生じた損害を賠償しなければならない。 

 （使用料及び利用料） 

第１２条 子育て交流センターの使用料及び利用料は、別表第１及び別表第２

のとおりとする。 

２ 市長は、特に必要と認めるときは、前項に規定する使用料及び利用料を減

額し、又は免除することができる。 

（指定管理者による管理等） 

第１３条 市長は、地方自治法第２４４条の２第３項の規定により、市長が指

定するもの（以下「指定管理者」という。）に子育て交流センターの管理を

行わせることができる。 

２ 前項の指定管理者を指定する手続等については、大網白里市公の施設に係

る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１８年条例第１１号）の規定

による。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第１４条 指定管理者は、この条例又はこの条例に基づく規則その他市長が定

めるところに従い、子育て交流センターの管理を行わなければならない。 

 （指定管理者が行う業務） 



 

第１５条 指定管理者が行う業務（以下「指定管理業務」という。）は、次の

各号に掲げるとおりとする。 

(1) 第５条各号に掲げる事業等の実施に関すること。 

(2) 子育て交流センターの利用の承認等に関すること。 

(3) 子育て交流センターの使用料及び利用料又は利用料金の徴収に関するこ 

と。 

(4) 子育て交流センターの施設の維持管理に関すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

２ 指定管理者は、指定管理業務を適正かつ効率的に行わなければならない。 

３ 指定管理者は、指定管理業務を通じて取得した個人に関する情報が適切に

保護されるために必要な措置を講じなければならない。指定管理者の指定の

期間が満了し、又は指定を取り消された後も同様とする。 

 （利用料金の収受等） 

第１６条 指定管理者は、あらかじめ、別表第１及び別表第２に定める額の範

囲内において、市長の承認を得て利用料金を定めることができる。この場合

において、市長は、利用料金を、指定管理者の収入として収受させるものと

する。 

（指定の取消し等） 

第１７条 市長は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当するときは、指定

管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて指定管理業務の全部若しくは一

部の停止を命ずることができる。 

(1) 第１４条の規定に違反したとき。 

(2) その他当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めら

れるとき。 

２ 指定管理者が前項の規定による指定の取消等の処分を受け、これによって

損失が生じても、市長は、その責めを負わない。 

 （準用） 

第１８条 第６条から第１２条までの規定は、第１３条第１項の規定により指

定管理者に行わせる子育て交流センターの管理について準用する。この場合

において、第６条から第８条までの規定中「市長」とあるのは「指定管理者」



 

と、第１２条第２項中「市長は、特に必要と認めるときは」とあるのは「指

定管理者は、必要と認めるときは、市長の承認を得て」と、「使用料及び利

用料」とあるのは「使用料及び利用料又は利用料金」と読み替えるものとす

る。 

（委任） 

第１９条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公

布の日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 指定管理者の指定に関する手続及び指定管理者が管理を行うための準備行

為は、この条例の施行の日前においても行うことができる。 

（大網白里市放課後児童健全育成事業実施条例の一部改正） 

３ 大網白里市放課後児童健全育成事業実施条例の一部を次のように改正する。 

  第１条中「放課後児童健全育成事業」の次に「（以下「育成事業」という。）」

を加える。 

  第２条中「放課後児童健全育成事業（以下「育成事業」という。）」を「育

成事業」に改める。 

  第９条を第１５条とし、第８条の次に次の６条を加える。 

 （指定管理者による事業の実施） 

第９条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規

定により、育成事業を実施する場所を指定管理者が管理するときは、育成

事業は、当該指定管理者が実施するものとする。 

 （指定管理者が行う事業の基準） 

第１０条 指定管理者は、この条例又はこの条例に基づく規則その他市長の

定めるところに従い、育成事業を実施しなければならない。 

 （指定管理者が行う業務等） 

第１１条 指定管理者が行う育成事業に係る業務（以下「業務」という。）

は、次の各号に掲げるとおりとする。 



 

(1) 育成事業の実施に関すること。 

(2) 育成事業の利用の承認に関すること。 

(3) 育成事業の利用料又は利用料金の徴収に関すること。 

(4) 育成事業を実施する施設の維持管理に関すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

２ 指定管理者は、業務を適正かつ効率的に行わなければならない。 

３ 指定管理者は、業務を通じて取得した個人に関する情報が適切に保護さ

れるために必要な措置を講じなければならない。指定管理者の指定の期間

が満了し、若しくは指定を取り消された後も同様とする。 

 （利用料金の収受等） 

第１２条 指定管理者は、あらかじめ、第６条に定める額の範囲内において、

市長の承認を得て利用料金を定めることができる。この場合において、市

長は、利用料金を、指定管理者の収入として収受させるものとする。 

 （指定の取消し等） 

第１３条 市長は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当するときは、指

定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の

停止を命ずることができる。 

(1) 第１０条の規定に違反したとき。 

(2) 当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認められる

とき。 

２ 指定管理者が前項の規定による指定の取消等の処分を受け、これによっ

て損失が生じても、市長は、その責めを負わない。 

 （準用） 

第１４条 第４条から第８条までの規定は、第９条の規定により指定管理者

が行う育成事業の実施について準用する。この場合において、第４条第３

号中「市長が特に必要があると認めた」とあるのは「指定管理者が必要が

あると認めた場合において、市長の承認を得た」と、第５条及び第８条中

「市長」とあるのは「指定管理者」と、第７条中「市長は、特別な理由が

あると認めるときは」とあるのは「指定管理者は、特別な理由があると認

めるときは、市長の承認を得て」と、第７条及び第８条第２号中「利用料」



 

とあるのは「利用料又は利用料金」と読み替えるものとする。 

 

別表第１（第１２条及び第１６条） 

区分 使用料 

第４条第４号

に規定する施

設のうち多目

的室 

午前９時から午後５時まで １時間 ２６０円 

（摘要） 

 市民以外の者の利用については、上記料金の５０パー

セント増しの使用料を徴収する。 

 

別表第２（第１２条及び第１６条） 

区分 利用料 

放課後児童健全育成事業 大網白里市放課後児童健全育成事

業実施条例に定められた金額 

 


